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高校無償化 自公維党首合意で次のステージへ 
 2月25日、自民・公明・維新の党首が

高校無償化・2025年度予算案修正に合意

しました。朝日は1面、3面、社会面を使

って大きく報じ、東京、毎日、読売など全

国紙はじめ、テレビ各局も朝からニュース

を出しています。今年4月から年収910

万円の所得制限撤回、来年 4 月から年収

590 万円の所得制限撤廃と支給額上限の

45万7000円への引上げに向けて、大き

く動き出します。 

 私学の無償化の前進は私たちがこれまで

地道に重ねてきた私学助成運動の成果であ

り、とりわけ所得制限の撤廃は、すべての

子どもたちの学ぶ権利を保障する観点で重

要です。しかし、自民にも維新にも党内に

異論があり、今回の合意がそのまま実現す

るかどうかはまだ不透明です。さらに、無

償化がこれで完成するわけでもありません。

そもそも、今回の合意も過半数割れの与党

が予算案を通すために野党に働きかけたた

めに実現したことであり、それがさまざま

な憶測や批判を招く原因でもあります。 

課題を整理し、私学助成署名の提出によ

って請願採択をめざし、そのうえで2025

年度の運動方針を打ち立て、2026年4月

に向けた運動を構築していくことが私たち

に求められています。 

 

方針検討のための視点 
① 施設設備費、入学金などの負担がまだ

残っていて、「無償化」がこれで終わった

わけではない 

② 「無償化で教育の質が問われる」と言

うのなら経常費助成の拡充こそ必要だが、

それが語られていないのは問題 

③ 公立校との分断を狙うような言説に

警戒し、専任増・少人数学級の実現など

教育条件の改善で一致した運動を展開す

る 

④ 都道府県がすでにある上乗せ分を引

き下げてしまう「ネコババ」や、経営者

の授業料値上げにどう対応していくか、

地域の政策を立ててその実現を迫る運動

をつくる 

 

 

 

年度末まで奮闘して私学助成全国署名と紹介議員を増やしましょう！ 

全国私私学助成をすすめる会  

No.54  2025年2月26日（水） 

朝日新聞２月２６日付朝刊３面（一部） 

 


